


多⾯的機能⽀払 中⼭間地域等直接⽀払 環境保全型農業直接⽀払
法律の位置づけ
(第3条第3項)

１．農地、農業⽤⽔等の保全のための地域の共同
活動により⾏われる次の取組

（イ）⽔路、農道、農地法⾯等の機能を維持するための取組
（農地維持⽀払）

（ロ）⽔路、農道、農地法⾯等の機能を増進するための改良、
補修等の取組（資源向上⽀払）

２．中⼭間地域等における農業⽣産活動の継
続を推進する取組

３．⾃然環境の保全に資する農業⽣
産活動を推進する取組

主な事業内容 【農地維持⽀払】
農業者等による組織が取り組む農地周りの⽔路

の泥上げなど地域資源の基礎的保全活動、構造変
化に対応した体制の拡充・強化等、多⾯的機能を
⽀える共同活動を⽀援
【資源向上⽀払】
地域住⺠を含む組織が取り組む⽔路等の軽微な

補修や植栽による景観形成など農村環境の良好な
保全を始めとする地域資源の質的向上を図る共同
活動、施設の⻑寿命化のための活動を⽀援

中⼭間地域等において、農業⽣産条件の不
利を補正するため、将来に向けて農業⽣産活
動を維持するための活動を⽀援

農業者の組織する団体等が実施す
る化学肥料・化学合成農薬を原則5割
以上低減する取組と合わせて⾏う地
球温暖化防⽌や⽣物多様性保全等に
効果の⾼い営農活動を⽀援

対象農⽤地 農振農⽤地区域内農⽤地
※多⾯的機能の発揮の観点から都道府県知事が必要と認める
農⽤地も対象

地域振興8法と棚⽥法指定地域であって、傾
斜がある等の基準を満たす農振農⽤地区域内
農⽤地
※都道府県知事が必要と認める地域、農⽤地も対象

農振地域内農地、⼜は⽣産緑地地
区内農地

要件 市町村が認定した活動計画に基づき、地域共同
による⽔路、農道等の基礎的な保全活動等を実施

市町村が認定した集落協定等に基づき、農
業⽣産活動等を実施（⽔路、農道の管理など
の共同活動を含む。）

・主作物について販売⽬的で⽣産し
ていること

・国際⽔準GAPを実施していること
・環境保全型農業の取組を広げる活
動（推進活動）に取り組むこと

交付⾦の性格 ○多⾯的機能を⽀える共同活動や地域資源の質
的向上を図る共同活動、施設の⻑寿命化のため
の活動に係る経費を⽀援
（都府県の⽥：3,000円/10a等）

○中⼭間地域等の条件不利地域（傾斜地等）
において農業⽣産を⾏うに当たっての追加
的コストを⽀援

（⽥（急傾斜）：21,000円/10a等）

○環境保全効果の⾼い営農活動を⾏
うことに伴う追加的コストを⽀援
（堆肥の施⽤:4,400円/10a等）

交付対象者 ○農業者等で構成する活動組織等 ○農業者等で構成する集落協定等 ○農業者の組織する団体等
交付ルート 国（1/2）→都道府県（1/4）→市町村（1/4）→農業者団体等

11．②各制度の比較
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（データ編）
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13. データから見る中山間地域直接支払制度を取り巻く状況

データから見る、中山間地域等直接支払制度を取り巻く状況は次のとおり。

◆ この20年間における農業・農村の状況は、
・総農家数は４割以上減少
・販売農家の世帯員数は大幅に減少
・基幹的農業従事者の平均年齢は約６歳上昇

◆ 中山間地域の集落では、
・過半が世帯数29戸以下
・人口49人以下の集落の割合は約４割
・65歳以上が人口の過半を占める集落の割合は約４割

◆ こうした中、中山間地域等直接支払制度創設以降、20年間の状況は、
・第２期対策以降、協定数が減少する中、近年、体制整備単価の協定は増加
・１集落協定当たりの交付面積が６ha増加した一方、５ha未満の集落協定の割合は５割から３割に減少

◆ 第５期対策の初年度となるＲ２年度の実施状況は、
・前年度から協定数は２千協定、交付面積は26千ha、それぞれ減少
・小規模集落協定での廃止が多く、廃止理由は「５年間続ける自信がない」「リーダーが確保できない」
・協定参加人数が少ない基礎単価の集落協定ほど小規模で、高齢化も進行

◆ 次期対策の継続見込みは、
・小規模な集落協定を多数抱える市町村の約８割が次期対策の継続に不安
・集落協定の統合に当たっての課題は「リーダー」や「担い手」がいない

こうした状況を踏まえ、
○ 「新しい農村政策の在り方に関する検討会」の中間取りまとめにおいて、複数の農村集落機能を補完する農村ＲＭＯ
の育成等、農村に人が住み続けるための条件整備の方策が示され、それを具体化する施策の検討に着手。

○ また、本委員会において検討する中間年評価においては、新たに小規模協定、廃止した協定、本制度に取り組んでい
ない集落を対象として、集落の現状と将来像、集落や農地をどう維持していくのかなどについて、把握する予定。
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中⼭間直接⽀払制度創設以降の20年間で総農家数は４割以上減少
○ 中山間地域等直接支払制度が始まった2000年（Ｈ12年）から2020年（Ｈ27年）までの20年間で、総農家数は、312万
戸から175万戸となり、137万戸、44%減少。

○ 耕地面積は、Ｈ12年の483万haからＲ１年には440万haとなり、40万ha、９%減少。

14. 農業・農村の状況 ①総農家数及び耕地面積の推移について

資料：農林水産省「面積調査」

資料：農林水産省「農業センサス」

19



2000年から2020年までの20年間で、
○ 販売農家の世帯員数は、1047万人から349万人となり、約700万人、67%減少。一方、１世帯当たり世帯員数は、4.5人

から3.4人となり、1.1人減少。
○ 販売農家の年齢構成別世帯員数割合は、70歳以上が20%から33%となり、13％増加。
○ 基幹的農業従事者数は、240万人から136万人となり、104万人、43%減少。一方、平均年齢は、62.2歳から67.8歳とな

り、約６歳上昇。
○ 基幹的農業従事者の年齢構成別割合は、70歳以上が31%から51%となり、20%増加。

この20年間で販売農家の世帯員数は⼤幅に減少し、基幹的農業従事者の平均年齢も約６歳上昇

資料：農林水産省「農業センサス」
資料：農林水産省「農業センサス」

14. ②農家の状況について
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過疎地域のうち、中山間地域における１集落当たりの人口規模別集落数割合（Ｈ31年）は、
○ 人口が９人以下が６%、10人～24人が15%、25人～49人が22%で、人口49人以下の集落の割合が約４割。
○ これを、５年前のＨ27年と比較すると、人口９人以下の集落の割合が約１％、10人～24人が２％、25人～49人が
約１％とそれぞれ増加。一方、人口50人以上の集落の割合については、減少。

○ Ｈ31年の中山間地域の１集落当たりの人口は110人で、平地地域の約1/2、都市的地域の約1/5。

中⼭間地域では、⼈⼝49⼈以下の集落の割合が約４割

資料：総務省「過疎地域等における集落の状況に関する現況把握調査報告書」

15. ②1集落当たりの人口規模別集落数について

資料：総務省「過疎地域等における集落の状況に関する現況把握調査報告書」
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○ 過疎地域のうち、65歳以上が人口の50％以上を占める集落の割合（Ｈ31年）は、中山間地域が41%、平地地域が19%、
都市的地域が14%で、中山間地域の高齢化が顕著。

○ 中山間地域における65歳以上が人口の50％以上を占める集落の割合（Ｈ31年）について、Ｈ22年と比較すると、
約20%増加しており、急速に高齢化が進行。

中⼭間地域では、65歳以上が⼈⼝の過半を占める集落の割合が約４割

資料：総務省「過疎地域等における集落の状況に関する現況把握調査報告書」
資料：総務省「過疎地域等における集落の状況に関する現況把握調査報告書」

15. ③高齢化の状況について
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